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議案第８１号 
 
 

杵築市職員の育児休業等に関する条例の一部改正に

ついて 
 
 

杵築市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例を

次のように定める。 
 
 

令和４年８月２６日提出 
 
 

杵築市長  永 松  悟 
 
 
              記 
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杵築市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正

する条例 
 
杵築市職員の育児休業等に関する条例（平成１７年杵築市条例

第２９号）の一部を次のように改正する。 
第２条第４号中「次のいずれかに該当する非常勤職員」を「非

常勤職員であって、次のいずれかに該当するもの」に改め、同号

ア（ア）中「第２条の４」を「当該子の出生の日から第３条の２

に規定する期間内に育児休業をしようとする場合にあっては当該

期間の末日から６月を経過する日、第２条の４」に、「、２歳」

を「当該子が２歳」に改め、同号イを次のように改める。 
イ 次のいずれかに該当する非常勤職員 

（ア） その養育する子が１歳に達する日（以下「１歳到

達日」という 。） （当該子について当該非常勤職員

が第２条の３第２号に掲げる場合に該当してする育

児休業の期間の末日とされた日が当該子の１歳到達

日後である場合にあっては、当該末日とされた日。

以下（ア）において同じ 。） において育児休業をし

ている非常勤職員であって、同条第３号に掲げる場

合に該当して当該子の１歳到達日の翌日を育児休業

の期間の初日とする育児休業をしようとするもの 
（イ） その任期の末日を育児休業の期間の末日とする育

児休業をしている場合であって、当該任期を更新さ

れ、又は当該任期の満了後引き続いて特定職に採用

されることに伴い、当該育児休業に係る子について、

当該更新前の任期の末日の翌日又は当該採用の日を

育児休業の期間の初日とする育児休業をしようとす

るもの 
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第２条第４号ウを削る。 
第２条の３第３号中「養育するため、非常勤職員が当該子の１

歳到達日（当該子を養育する非常勤職員が前号に掲げる場合に該

当してする育児休業又は当該非常勤職員の配偶者が同号に掲げる

場合若しくはこれに相当する場合に該当してする地方等育児休業

の期間の末日とされた日が当該子の１歳到達日後である場合にあ

っては、当該末日とされた日（当該育児休業の期間の末日とされ

た日と当該地方等育児休業の期間の末日とされた日が異なるとき

は、そのいずれかの日 ）） の翌日（当該子の１歳到達日後の期間

においてこの号に掲げる場合に該当してその任期の末日を育児休

業の期間の末日とする育児休業をしている非常勤職員であって、

当該任期が更新され、又は当該任期の満了後に特定職に引き続き

採用されるものにあっては、当該任期の末日の翌日又は当該引き

続き採用される日）を育児休業の期間の初日とする育児休業をし

ようとする場合であって 、」 を「養育する非常勤職員が 、」 に、

「該当するとき」を「該当する場合（当該子についてこの号に掲

げる場合に該当して育児休業をしている場合であって第３条第７

号に掲げる事情に該当するときはイ及びウに掲げる場合に該当す

る場合、任命権者が定める特別の事情がある場合にあってはウに

掲げる場合に該当する場合 ）」 に改め、同号イを同号ウとし、同

号ア中「当該非常勤職員がする」を「当該非常勤職員が前号に掲

げる場合に該当してする」に、「当該配偶者がする」を「当該配

偶者が同号に掲げる場合又はこれに相当する場合に該当してする 
」に改め、同号アをイとし、同号にアとして次のように加える。 

ア 当該非常勤職員が当該子の１歳到達日（当該非常勤職員

が前号に掲げる場合に該当してする育児休業又は当該非常

勤職員の配偶者が同号に掲げる場合若しくはこれに相当す

る場合に該当してする地方等育児休業の期間の末日とされ
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た日が当該子の１歳到達日後である場合にあっては、当該

末日とされた日（当該育児休業の期間の末日とされた日と

当該地方等育児休業の期間の末日とされた日が異なるとき

は、そのいずれかの日 ）） の翌日（当該配偶者がこの号に

掲げる場合又はこれに相当する場合に該当して地方等育児

休業をする場合にあっては、当該地方等育児休業の期間の

末日とされた日の翌日以前の日）を育児休業の期間の初日

とする育児休業をしようとする場合 
第２条の３第３号に次のように加える。 

エ 当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳到達日

（当該非常勤職員が前号に掲げる場合に該当してする育児

休業の期間の末日とされた日が当該子の１歳到達日後であ

る場合にあっては、当該末日とされた日）後の期間におい

てこの号に掲げる場合に該当して育児休業をしたことがな

い場合 
第２条の４中「養育するため、非常勤職員が当該子の１歳６月

到達日の翌日（当該子の１歳６月到達日後の期間においてこの条

に掲げる場合に該当してその任期の末日を育児休業の期間の末日

とする育児休業をしている非常勤職員であって、当該任期が更新

され、又は当該任期の満了後に特定職に引き続き採用されるもの

にあっては、当該任期の末日の翌日又は当該引き続き採用される

日）を育児休業の期間の初日とする育児休業をしようとする場合

であって、次に」を「養育する非常勤職員が、次の各号に」に、

「該当するとき」を「該当する場合（当該子についてこの条の規

定に該当して育児休業をしている場合であって次条第７号に掲げ

る事情に該当するときは第２号及び第３号に掲げる場合に該当す

る場合、任命権者が定める特別の事情がある場合にあっては同号

に掲げる場合に該当する場合 ）」 に改め、同条中第２号を第３号
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とし、第１号を第２号とし、同条に第１号として次の１号を加え

る。 
（１） 当該非常勤職員が当該子の１歳６月到達日の翌日（当

該非常勤職員の配偶者がこの条の規定に該当し、又はこ

れに相当する場合に該当して地方等育児休業をする場合

にあっては、当該地方等育児休業の期間の末日とされた

日の翌日以前の日）を育児休業の期間の初日とする育児

休業をしようとする場合 
  第２条の４に次の１号を加える。  

（４） 当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳６月

到達日後の期間においてこの条の規定に該当して育児休

業をしたことがない場合 
第２条の５を削る。 
第３条中第５号を削り、第６号を第５号とし、同条第７号中「 

第２条の４」を「前条」に改め、同号を同条第６号とし、同条第

８号中「その任期」を「任期を定めて採用された職員であって、

当該任期」に、「非常勤職員」を「もの」に、「育児休業に係る

子について、当該任期が」を「任期を」に、「に特定職に引き続

き」を「引き続いて特定職に」に、「任期の末日の翌日」を「育

児休業に係る子について、当該更新前の任期の末日の翌日」に、

「当該引き続き採用される」を「当該採用の」に改め、同号を同

条第７号とし、同条の次に次の１条を加える。 
（育児休業法第２条第１項第１号の人事院規則で定める期間を

基準として条例で定める期間） 
第３条の２ 育児休業法第２条第１項第１号の人事院規則で定め

る期間を基準として条例で定める期間は、５７日間とする。 
第１１条第６号中「育児休業等計画書」を「育児短時間勤務計

画書」に改める。 
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附 則 

（施行期日） 
第１条 この条例は、令和４年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 
第２条 この条例の施行の日前に育児休業等計画書を提出した職

員に対するこの条例による改正前の第３条（第５号に係る部分

に限る 。） 及び第１１条（第６号に係る部分に限る 。） の規定

の適用については、なお従前の例による。 
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議案第８２号 

 

 

杵築市税条例等の一部改正について 

 

 

杵築市税条例等の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

 

令和４年８月２６日提出 

  

  

杵築市長  永 松  悟 

 

 

               記 
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杵築市税条例等の一部を改正する条例 

    

（杵築市税条例の一部改正） 

第１条 杵築市税条例（平成１７年杵築市条例第８０号）の一部

を次のように改正する。 

  第３３条第４項を次のように改める。 

４  前項の規定は、前年分の所得税に係る第３６条の３第１項

に規定する確定申告書に特定配当等に係る所得の明細に関す

る事項その他施行規則に定める事項の記載があるときは、当

該特定配当等に係る所得の金額については、適用しない。 

第３３条第６項を次のように改める。 

６  前項の規定は、前年分の所得税に係る第３６条の３第１項

に規定する確定申告書に特定株式等譲渡所得金額に係る所得

の明細に関する事項その他施行規則に定める事項の記載があ

るときは、当該特定株式等譲渡所得金額に係る所得の金額に

ついては、適用しない。 

 第３４条の９第１項中「特定配当等申告書」及び「特定株式

等譲渡所得金額申告書」を「確定申告書」に改め、同条第２項

「申告書に係る年度分の個人の県民税」を「確定申告書に係る

年の末日の属する年度の翌年度分の個人の県民税」に改める。 

第３６条の２第１項ただし書中「所得税法第２条第１項第３

３号の４に規定する源泉控除対象配偶者」を「所得割の納税義

務者（前年の合計所得金額が９００万円以下であるものに限る。 

）の法第３１４条の２第１項第１０号の２に規定する自己と生

計を一にする配偶者（前年の合計所得金額が９５万円以下であ

るものに限る 。） で控除対象配偶者に該当しないもの」に改め、

同条第２項中「第２条第４項ただし書」を「第２条第３項ただ

し書」に改める。 
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  第３６条の３の２の見出し中「扶養親族申告書」を「扶養親

族等申告書」に改め、同条第１項中第３号を第４号とし、第２

号を第３号とし、第１号の次に次の１号を加える。 

（２） 所得割の納税義務者（合計所得金額が１，０００万

円以下であるものに限る 。） の自己と生計を一にする

配偶者（法第３１３条第３項に規定する青色事業専従

者に該当するもので同項に規定する給与の支払を受け

るもの及び同条第４項に規定する事業専従者に該当す

るものを除き、合計所得金額が１３３万円以下である

ものに限る。次条第１項において同じ 。） の氏名 

第３６条の３の３の見出し中「扶養親族申告書」を「扶養親

族等申告書」に改め、同条第１項中「あって 、」 の次に「特定

配偶者（所得割の納税義務者（合計所得金額が９００万円以下

であるものに限る 。） の自己と生計を一にする配偶者（退職手

当等（第５３条の２に規定する退職手当等に限る。以下この項

において同じ 。） に係る所得を有する者であって、合計所得金

額が９５万円以下であるものに限る 。） をいう。第２号におい

て同じ 。） 又は」を、「控除対象扶養親族」の次に「であって

退職手当等に係る所得を有しない者」を加え、同項中第３号を

第４号とし、第２号を第３号とし、第１号の次に次の１号を加

える。 

（２） 特定配偶者の氏名 

  第５３条の７中「第２条第４項ただし書」を「第２条第３項

ただし書」に改める。 

  第６７条第１項中「４月１５日」を「５月１５日」に、「同

月３０日」を「同月３１日」に改める。 

  附則第５条の３の２第１項中「令和１５年度」を「令和２０

年度」に、「令和３年」を「令和７年」に改める。 
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  附則第１５条の２第３項中「、第３７条の８又は第３７条の

９」を「又は第３７条の８」に改める。 

  附則第１７条の５第２項を次のように改める。 

２  前項の規定のうち、租税特別措置法第８条の４第２項に規

定する特定上場株式等の配当等（以下この項において「特定

上場株式等の配当等」という 。） に係る配当所得に係る部分

は、市民税の所得割の納税義務者が前年分の所得税について

特定上場株式等の配当等に係る配当所得につき同条第１項の

規定の適用を受けた場合に限り適用する。 

 附則第１７条の６第４項を次のように改める。 

４  前項後段の規定は、特例適用配当等に係る所得が生じた年

分の所得税に係る第３６条の３第１項に規定する確定申告書

に前項後段の規定の適用を受けようとする旨の記載があると

きに限り、適用する。 

  附則第１７条の７第３項中「第３条の２の２第１２２項」を

「第３条の２の２第１２項」に改め、同条第４項を次のように

改める。 

４  前項後段の規定は、条約適用配当等に係る所得が生じた年

分の所得税に係る第３６条の３第１項に規定する確定申告書

に前項後段の規定の適用を受けようとする旨の記載があると

きに限り、適用する。 

附則第１７条の７第６項中「年の翌年の４月１日の属する年

度分の」を「年分の所得税に係る」に、「条約適用配当等申告

書にこの項」を「確定申告書にこの項」に改め、 「（ 条約適用

配当等申告書にこれらの記載がないことについてやむを得ない

理由があると市長が認めるときを含む。）」を削る。 

  附則第２２条を削る。 

（杵築市税条例の一部を改正する条例の一部改正） 
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第２条 杵築市税条例の一部を改正する条例（令和３年杵築市条

例第２７号）の一部を次のように改正する。 

第３６条の３の３第１項の改正規定中「控除対象扶養親族を

除く」を「年齢１６歳未満の者」を「扶養親族（」の次に「年

齢１６歳未満の者又は」を加え、「有しない者を除く」を「有

する者」に改める。 

附則第２条中「改正後」を「前条第１号の規定による改正後 

  」に、「の規定中個人の市民税に関する部分」を「第２４条第

２項、第３２条第１号及び第３６条の３の３第１項並びに附則

第３条の５第１項の規定」に改める。 

     

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、令和５年１月１日から施行する。ただし、

第１条中杵築市税条例第３３条第４項及び第６項、第３４条の

９第１項及び第２項、第３６条の２第１項ただし書及び第２項

並びに第５３条の７の改正規定並びに同条例附則第１７条の５

第２項、第１７条の６第４項並びに第１７条の７第４項及び第

６項の改正規定並びに第２条（杵築市税条例の一部を改正する

条例（令和３年杵築市条例第２７号）附則第２条の改正規定に

限る 。） 並びに附則第２条第３項の規定は、令和６年１月１日

から施行する。 

（市民税に関する経過措置） 

第２条 前条の規定による改正後の杵築市税条例（次項及び次条 

において「新条例」という 。） 第３６条の３の２第１項の規定

は、令和５年１月１日（以下この項及び次項において「施行日 

」という 。） 以後に支払を受けるべき同項に規定する給与につ

いて提出する同項及び同条第２項に規定する申告書について適
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用し、施行日前に支払を受けるべき第１条の規定による改正前

の杵築市税条例（次項において「旧条例」という 。） 第３６条

の３の２第１項に規定する給与について提出した同項及び同条

第２項に規定する申告書については、なお従前の例による。 

２  新条例第３６条の３の３第１項の規定は、施行日以後に支払

を受けるべき所得税法（昭和４０年法律第３３号）第２０３条

の６第１項に規定する公的年金等（同法第２０３条の７の規定

の適用を受けるものを除く。以下この項において「公的年金等 

」という 。） について提出する新条例第３６条の３の３第１項

に規定する申告書について適用し、施行日前に支払を受けるべ

き公的年金等について提出した旧条例第３６条の３の３第１項

に規定する申告書については、なお従前の例による。 

３  前条ただし書に掲げる規定による改正後の杵築市税条例の規

定中個人の市民税に関する部分は、令和６年度以後の年度分の

個人の市民税について適用し、令和５年度分までの個人の市民

税については、なお従前の例による。 

（固定資産税に関する経過措置） 

第３条 新条例第６７条の規定は、令和５年度以降の年度分の固

定資産税について適用し、令和４年度分までの固定資産税につ

いては、なお従前の例による。 
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議案第８３号 

 

 

杵築市水道事業給水条例の一部改正について 

 

 

杵築市水道事業給水条例の一部を改正する条例を次のように定

める。 

 

 

令和４年８月２６日提出 

 

 

杵築市長  永 松  悟 

 

 

              記 
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杵築市水道事業給水条例の一部を改正する条例 

 

 杵築市水道事業給水条例（平成１７年杵築市条例第２２０号）

の一部を次のように改正する。 

 第３条第２号から第４号までを削り、同条第５号中「工事の施

工その他」を「期限を定めて」に改め、同号を同条第２号とし、

同条第６号を同条第３号とする。 

 第１８条第１項第２号中「又は用途」を削り、同項第４号を削

る。 

 第２５条の見出し中「及び用途」を削り、同条中「及びその用

途」を削る。 

 第２６条第２項及び第３項を削る。 

 第３０条第１項の表中１００ミリメートルの項及び１２５ミリ

メートルの項を削る。 

 別表を次のように改める。 

別表（第２３条関係） 

 水道料金（２月につき）        

種別 基本料金 

従量料金（１㎥につき） 

第１段 第２段 第３段 第４段 第５段 

０㎥を

超え１

０㎥ま

で 

１０㎥

を超え

８０㎥

まで 

８０㎥

を超え

６００

㎥まで 

６００

㎥を超

え２，

０００

㎥まで 

２，０ 

００㎥

を超え

る部分 

１３

ｍｍ 

１，２６９．

８６円 

     

２０ １，７８６．      
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ｍｍ ８６円      

２５

ｍｍ 

３，６６３．

６０円 

 

３９．

００円 

 

１７０．

００円 

 

２０４．

００円 

 

１７１．

００円 

 

１６１．

００円 ４０

ｍｍ 

１０，３３

０．２２円 

５０

ｍｍ 

１８，１９

７．０２円 

     

７５

ｍｍ 

２９，７１

９．１０円 

     

 ※臨時メーターに係る期間は１年以内とし、基本料金について

は７０％増とする。 

 

    附 則 

  （施行期日） 

 １ この条例は、令和５年１月２０日から施行する。 

  （経過措置） 

 ２ この条例による改正後の杵築市水道事業給水条例（以下「改

正後の条例」という 。） の規定は、この条例の施行の日（以下

「施行日」という 。） 以降の水道料金について適用し、施行日

前から継続して給水を受けている者に係る水道料金であって、

施行日以降最初のメーター点検によって算定する水道料金につ

いては、改正後の条例の規定にかかわらず、なお従前の例によ

る。 
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議案第８４号 
 
 

市道の路線認定について 
 
 
  道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条第２項の規定によ 
 り、市道の路線を次のように認定する。 
 
 

令和４年８月２６日提出 
  
  

杵築市長  永 松  悟 
 

 
              記 
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 １ 認定する路線 

路線名  
  延長   

 (ﾒｰﾄﾙ)  

  幅員   

 (ﾒｰﾄﾙ)  

       起   点     
備考  

       終   点     

尾迫線  1,700.0  
3.0～  

18.0  

杵築市大字岩谷字尾迫 1618 番 1   地先 

杵築市大字岩谷字尾迫 2105 番 1   地先 

 

榎迫線  1,917.0  
6.8～  

40.0  

杵築市大田大字小野 1467 番 19   地先 

杵築市大田大字小野 1467 番 5    地先 
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3.0m ～ 8.0ｍ

お さ こ せ ん

尾 迫 線

Ｌ = 1,700.0m
W =

認 定

尾迫池

主要地方道成仏杵築線

農道 重尾線
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え の き ざ こ せ ん

6.8m ～ 40.0ｍ

榎 迫 線

Ｌ =
W

1,917.0m
=

認 定

主要地方道山香国見線

主要地方道俣水一畑線

一畑トンネル

豊後高田市

国東市

市町村境

23



 

報告第２０号 
 
 
   専決処分の承認を求めることについて 
 
 
 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規 
定により、別紙のように専決処分したので、同条第３項の規定に 
より報告し、承認を求める。 
 
 
  令和４年８月２６日提出 
 
 

杵築市長  永 松  悟 
 
               
              記 
 
 

令和４年度杵築市一般会計補正予算（第５号）・・・別冊 
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 報告第２１号 

 

 

    地方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づく 

    健全化判断比率の算定について 

 

 

  地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第 

 ９４号）第３条第１項の規定により、令和３年度決算に基づく健 

全化判断比率について、杵築市監査委員の意見を付けて、次のと 

おり報告する。 

     

 

  令和４年８月２６日提出 

 

 

                杵築市長  永 松  悟 

 

 

               記 

 

 令和３年度決算に基づく健全化判断比率 

                         （単位：％） 

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率 

   ― 

（１３．１８） 

    ― 

 （１８．１８） 

   ８．５ 

 （２５．０） 

   ０．６ 

（３５０．０） 

 （備考）１ 実質赤字比率及び連結実質赤字比率はない 

     ２ 括弧書き内は、同法に基づく早期健全化基準 
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 報告第２２号 

 

 

    地方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づく 

    資金不足比率の算定について 

 

 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第

９４号）第２２条第１項の規定により、令和３年度決算に基づく

水道事業会計、工業用水道事業会計、下水道事業会計、山香病院

事業会計及び農業集落排水事業特別会計毎の資金不足比率につい

て、杵築市監査委員の意見を付けて、次のとおり報告する。 

 

 

   令和４年８月２６日提出 

 

 

                杵築市長  永 松  悟 

 

 

               記 
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 令和３年度決算に基づく資金不足比率 

                        （単位：％） 

     特別会計の名称  資金不足比率  

 水道事業会計                ― 

 工業用水道事業会計        ― 

 下水道事業会計     ― 

 山香病院事業会計      ― 

 農業集落排水事業特別会計      ― 

 （備考） １ 各特別会計ともに資金不足比率はない 

      ２ 同法に基づく経営健全化基準は、各特別会計毎に

２０．０％ 
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報告第２３号 
 
 

専決処分の報告について 
 

 
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規

定により、議会において指定されている事項について、別紙のよ

うに専決処分したので、同条第２項の規定により報告する。 
 
 
令和４年８月２６日提出 
 
 

                杵築市長  永 松  悟 
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専 決 処 分 書      
 

本市が管理する市有施設で発生した事故について、地方自治法

第１８０条第１項の規定により、次のとおり専決処分する。 
 
令和４年７月２１日 
 

                杵築市長  永 松  悟 
             

記 
 

市は、相手方に与えた事故による損害賠償の額を次のとおり決

定し、和解する。 
 

１ 損害賠償の相手方  住所 ■■■■■■■■■■■■■■

■■■■■■■■■■■  
          氏名 ■■■■■■■ 
 

２ 事故発生年月日   令和４年６月２４日 
 

３ 事故発生場所    杵築市大字奈多 
杵築市立豊洋小学校正門前国道２１３ 
号 

 
４ 事故原因・状況 
   相手方車両が上記の道路を走行していたところ、学校敷地

内から道路中央まではみだした樹木の枝が突然落下し、通過

中の相手方車両のフロントガラスを破損させた。 
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 ５ 示談の内容及び損害賠償の額 
    市の過失割合は１００％となり、市は、損害賠償金として、

相手方車両の修繕料１９６，２４０円を支払う。 
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報告第２４号 
 
 

一般財団法人杵築市総合振興センターの経営状況に 
ついて 

 
 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の３第２項 
の規定により、一般財団法人杵築市総合振興センターの令和４年 
度事業計画及び令和３年度決算等の状況を別紙のとおり提出する。 

 
 

令和４年８月２６日提出 
  
  

杵築市長  永 松  悟 
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一般財団法人杵築市総合振興センターの経営状況報告書 
 
 

１ 令和４年度事業計画及び予算関係書類（別冊） 
 

２ 令和３年度事業報告及び決算関係書類（別冊） 
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報告第２５号 
 
 

公益社団法人杵築市地域活性化センターの経営状況 
について 

 
 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の３第２項 
の規定により、公益社団法人杵築市地域活性化センターの令和４ 
年度事業計画及び令和３年度決算等の状況を別紙のとおり提出す 
る。 

 
 

令和４年８月２６日提出 
  
  

杵築市長  永 松  悟 
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公益社団法人杵築市地域活性化センターの経営状況報告書 
 
 
  １ 令和４年度事業計画及び予算関係書類（別冊） 
 
  ２ 令和３年度事業報告及び決算関係書類（別冊） 
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報告第２６号 
 
 

株式会社きっとすきの経営状況について 
 
 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の３第２項 
の規定により、株式会社きっとすきの令和４年度事業計画及び令 
和３年度決算等の状況を別紙のとおり提出する。 

 
 

令和４年８月２６日提出 
  
  

杵築市長  永 松  悟 
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株式会社きっとすきの経営状況報告書 
 
 

１ 令和４年度事業計画及び予算関係書類（別冊） 
 

２ 令和３年度事業報告及び決算関係書類（別冊） 
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 報告第２７号  
 
 

放棄した債権の報告について 
 
 

杵築市債権管理条例（令和２年杵築市条例第１２号）第１５条

第１項の規定により、市の債権を放棄したので、同条第２項の規

定により次のように報告する。 
 
 

令和４年８月２６日提出 
  
  

杵築市長  永 松  悟 
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令和３年度債権放棄一覧表 

 

債権の名称 金額（円） 件数 放棄事由 

ケーブルテレビ使用料 149,750       38 第１号 

合 計 149,750       38  

※ 件数は、２か月単位で累計 

 

 

放棄事由の概要 

  杵築市債権管理条例第１５条第１項 

   第１号 消滅時効に係る時効期間の経過 

   第２号 相続に係る限定承認があった場合で相続人全員の相 

続放棄又は相続人不存在及び相続財産からの弁済見 

込みなし 

   第３号 破産免責等 

   第４号 強制執行後の無資力 

   第５号 徴収停止後の期間経過 

   第６号 生活保護受給者又はこれに準ずる者 

   第７号 失踪、所在不明者又はこれに準ずる者 
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